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研究成果の概要（和文）：　林業事業体から林地残材を含む燃料用木材の調達にかかるインベントリ調査を実施
し、それを燃料とするバイオマス発電の温室効果ガス（GHG）排出量について、ライフサイクルアセスメント
（LCA）を用いて推計した。その結果、0.23～0.38kg-CO2/kWhとなり、いずれも立地地域の商業電力（化石燃料
等を由来）からの削減率は30.8～60.3％となった。商業発電のGHG排出量と比較に際し、送電端発電効率を10％
や30％に設定して感度分析を行ったところ、商業発電と比べ41.8～150.0％のGHG排出量と推計した。

研究成果の概要（英文）：Conducted an inventory survey on the procurement of wood for fuel including 
forest residue from forestry enterprises, and estimated the greenhouse gas (GHG) emissions of 
biomass power generation using it using Life Cycle Assessment (LCA). did. As a result, it was 0.23 
to 0.38 kg-CO2 / kWh, and the reduction rate from commercial power (derived from fossil fuels, etc.)
 in the location area was 30.8 to 60.3%. When comparing with the GHG emissions of commercial power 
generation, a sensitivity analysis was conducted with the transmission end power generation 
efficiency set to 10% or 30%, and it was estimated that the GHG emissions were 41.8 to 150.0% 
compared to commercial power generation. 

研究分野：社会経済農学（環境農学/ライフサイクルアセスメント）、森林圏科学（森林科学/森林政策）
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、林地残材を含む発電用原料として利用する場合のGHG排出量について、LCAを用いて定量的に明らか
にし、化石燃料等を由来とした電力のGHG排出量と比較したものである。日本国内における林地残材を含む木質
バイオマスの収集と発電利用のLCAについて、意欲的に分析したものであり、これらは、国による政策検討や計
画目標の到達に資するものとして活用できる可能性がある。本研究成果により国産燃料材利用実績をさらに押し
上げ、地球温暖化防止の観点から木質バイオマス発電の推進が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2012年に創設された再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT制度）は再生可能エネル
ギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取る制度である。価格はエネルギー
ごとに発電コスト等を考慮して毎年決定されている。価格が最も高い「間伐材等由来の木質バイ
オマス（2020年度の価格は 2,000 kW未満が 40円/kWh、2,000 kW以上が 32円/kWh）」区分
は FIT 制度の創設当初から需要量が急増し、各地で丸太の競合や価格上昇がみられた。一方、
林地残材は、発生量が 2000 万㎥／年であるが９割が林内に放置と言われている現状である。 
他方、2015年に国連で「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択されて以降、木質バイオマス
発電は特に持続可能性や地球温暖化対策との関連において効果が期待されている。しかし、発電
利用に供する木質バイオマスは産地や種類などが多様かつ由来の追跡が複雑であることから、
GHG排出量の具体的な確認方法や化石燃料との比較が今後の課題となっている。 
木材の燃焼により発生する二酸化炭素は、森林が持続的に管理されているのであれば、カーボ
ンニュートラルの概念に従ってカウントされないこととなっている。しかし丸太や林地残材は、
その収集、輸送、チップ加工等の工程で化石燃料が消費されるため、LCA を用いて GHG 排出
量を定量的に評価する必要がある。特に、林地残材は森林内に散在しており、また、発生現場に
よって、形状、作業機械などが異なり、環境負荷量が異なると考えられることから、LCA の比
較・検討を行うためのデータ蓄積が今後の課題となっている。 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、林地残材を発電用原料として利用する場合の温室効果ガス（GHG）排出量につい
て、ライフサイクルアセスメント（LCA）を用いて定量的に評価したうえで、化石燃料等を由来
とした電力の GHG排出量と比較し、林地残材利用による発電の優位性を明らかにすることを目
的とする。 
 
 
３．研究の方法 
（１）北海道内の事業者による林地残材を含むバイオマス発電の GHG 排出量の算出 
北海道内を対象として、林地残材を含むバイオマス発電の GHG 排出量を明らかにするために、
①林地残材の収集からチップ加工、輸送の各プロセスにおけるエネルギー消費量等のデータ収
集、②利用段階における作業フローの整理、③LCA を用いた GHG 排出量の算出、を行った。 
 
（２）北海道外の事業者による林地残材を含むバイオマス発電の GHG 排出量の算出 
北海道外の事業者を調査対象範囲に拡大し、林地残材を含むバイオマス発電の GHG 排出量を
算出した。 
 
（３）林地残材を用いたバイオマス発電と化石燃料を由来とした電力の GHG 排出量の比較 
前述（１）と（２）の成果を踏まえ、化石燃料を由来とした電力の GHG 排出量と比較する。こ
れにより林地残材を含む木質バイオマスの発電利用の優位性を明らかにした。 
 
 
４．研究成果 
（１）北海道内の事業者による林地残材を用いたバイオマス発電の GHG 排出量の算出 
本研究における GHG としての環境負荷項目（CO2、CH4、N2O）とシステム境界、GHG 排出量の算
定方法を設定した（図 1）。丸太の伐採・搬出からチップ化、発電利用までをシステム境界とし、
機能単位を１kWh に設定した。GHG 排出量の算定式を収集から燃焼までの各排出量に対して地球
温暖化係数を乗じ、それらの和を受電端電力量で除した。環境負荷単位を MiLCA Ver.2.3 搭載デ
ータベースを、チップ燃焼による CH4、N2O は環境省による温室効果ガス排出量・算定報告マニュ
アル（Ver.4.6）により対象発電設備のボイラー形式を選択、含水率は発電設備納入時と燃焼時
の実績値とし、チップ乾燥にかかるエネルギー投入は０とした。低位発熱量は当該発電設備の実
績値を採用し、輸送に係る燃料消費量はロジスティクス分野における CO2排出量算定方法共同ガ
イドライン（Ver.3.0）より改良トンキロ法により算出した。なお、送配電損失率は電気事業便
覧より算定対象地の値を参照した。 
北海道内を対象とする算定については、A 素材生産事業体による伐採事例のほか、2017-2018
年度に北海道水産林務部が実施した林地未利用材集荷システム実証事業による実績値を活用し、
ボイラー形式と送電端発電効率を複数設定した条件における GHG 排出量を算定した（図 2）。そ
の結果、GHG 排出量傾向は先行研究と同様であることを確認した。 
 



 
    図 1 設定したシステム境界       図 2 A素材生産事業体による結果 
 
（２）北海道外の事業者による林地残材を用いたバイオマス発電の GHG 排出量の算出 及び 
（３）林地残材を用いたバイオマス発電と化石燃料を由来とした電力の GHG 排出量の比較 
 岩手県や和歌山県など計 10 県における 14事例について、GHG 排出量を算定した（うち２県に
ついては収集したデータを精査する必要があり、以降の分析では除外した）。その結果、GHG 排
出量は 0.23（青森県）～0.38（岐阜県）kg-CO2/kWh となり、商業発電（化石燃料を由来とした
電力）からの GHG 排出量削減率は 30.8（和歌山県）～60.3（青森県）％となった。例えば図 3は
岩手県内にて林地残材収集を専門に行う事業体の算定結果であり、その削減率は 53.3％であっ
た。要因として、生産するチップ含水率が低い（平均 35％（湿潤基準））ことに加え、送電端発
電効率が高い（28.4％）ことが挙げられる。 
 商業発電の GHG 排出量と比較に際し、送電端発電効率を 10％や 30％に設定して感度分析を行
ったところ、商業発電と比べ 41.8（千葉県）～150.0（和歌山県）％の GHG 排出量と推計した。
その他、輸送距離や出材用途を変更した場合についても感度分析による検討を行った。例えば図
4は千葉県における果樹剪定枝を発電利用する算定結果であり、商業発電からの GHG 排出量削減
率は 54.5％であった。感度分析の結果、輸送距離の変更よりも送電端発電効率の向上が GHG 排
出量の低減に直結するものの、聞き取り調査結果から大きな期待は見込めないことも明らかと
なった。 
 

 

図 3 岩手県内の事例を対象とした算定結果   図 4 千葉県を対象とした算定結果 

 
また、国が検討している GHG 排出量基準と比較した（図 5）。基準値（2030 年のエネルギーミ
ックスを想定した火力発電）は全事例で下回るものの、削減率 50％基準については約半数（7/12
事例）が、削減率 70％基準については全事例が、基準を満たすことができなかった。算定条件
が確定していないため一概に比較できないが、厳しい基準設定であることが示唆された。 
 

 

図 5 国が検討している GHG 排出量基準との比較 
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